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えると，生活道路における安全の一層の確保が重要である。 

今後は生活道路における自動車の速度抑制を図るための道路交通環境の整備，交通

指導取締りの強化，安全な走行方法の普及等の対策を講じるとともに，幹線道路を走

行すべき自動車が生活道路へ流入することを防止するための幹線道路における交通

安全対策及び交通流の円滑化を推進するなど，生活道路における交通の安全を確保す

るための対策を総合的なまちづくりの中で一層推進する必要がある。このためには，

地域住民の主体的な参加と取組が不可欠であり，対策の検討や関係者間での合意形成

において中心的な役割を果たす人材の育成も市町村においては重要な課題となる。 
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２ 交通事故が起きにくい環境をつくるために留意すべき事項  

 (1) 交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進 

 これまで，総合的な交通安全対策の実施により交通事故を大幅に減少させること

ができたところであるが，安全運転義務違反に起因する死亡事故は，依然として多

く，近年，相対的にその割合は高くなっている。このため，これまでの対策では抑

止が困難である交通事故について，発生地域，場所，形態等を詳細な情報に基づき

分析し，よりきめ細かな対策を効果的かつ効率的に実施していくことにより，当該

交通事故の減少を図っていく。 

また，第 10次計画期間中にも様々な交通情勢の変化があり得る中で，その時々

の状況を的確に踏まえた取組を行う。 

 

 (2) 地域ぐるみの交通安全対策の推進 

   交通事故の発生場所や発生形態など事故特性に応じた対策を実施していくため

にも，これまで以上に地域住民に交通安全対策に関心を持ってもらい，当該地域に

おける安全安心な交通社会の形成に，自らの問題として積極的に参加してもらうな

ど，国民主体の意識を醸成していく。 

また，安全な交通環境の実現のためには，交通社会の主体となる運転者，歩行

者等の意識や行動を周囲・側面からサポートしていく社会システムを，都道府県，

市区町村等それぞれの地域における交通情勢を踏まえ，行政，関係団体，住民等の

協働により形成していく。 

各自治体で取り組んでいる飲酒運転対策，自転車の交通安全対策などについては，

他の地域における施策実施に当たっての参考となるよう，条例の制定状況等を含め，

積極的な情報共有を図っていく。 

 

 (3) 先端技術の活用推進 

   運転者の不注意による交通事故や，高齢運転者の身体機能等の低下に伴う交通事

故への対策として，運転者の危険認知の遅れや運転操作の誤りによる事故を未然に

防止するための安全運転を支援するシステムや，交通事故が発生した場合にいち早

く救助・救急を行えるシステムなど，技術発展を踏まえたシステムを導入推進して

いく。 

   また，今後も科学技術の進展があり得る中で，その導入過程における安全確保も

図りつつ，新たな技術を有効に活用しながら取組を推進していく。 

   さらに，将来の交通社会を見据え，国内はもとより海外の交通安全にも貢献できる，

世界をリードする技術の研究開発を推進していく。 

  

 

 


